
 

人権課題に関する授業を行う際、多くの学校で道徳科の内容項目と関連付けて実施して
いることと思います。このこと自体は否定されるものではありませんが、注意しなければ

ならない点があります。独立行政法人教職員支援機構が主催する「令和４年度人権教育推
進研修」の講義において、池田賢市氏（中央大学文学部教授）が、「誰もが安心して過ご
せる社会を具体的に考えるために」について話をされました。その中で、池田氏は人権に
関する理解の仕方について、道徳教育との違いにふれながら下記のように整理していまし
た。その内容は、これまでの自分自身の人権教育や道徳教育を振り返り、今後の実践をよ
りよいものにしていくきっかけを与えてくれます。２学期からの「人権教育、同和教育」
を実践するための手がかりとして、参考にしてください。 

 

① 人権課題は道徳教育の枠組みで解決することはできない。 
人権と道徳とは、一見すると似ているが、課題設定の仕方が異なる。道徳は、個人の心のあり

ようを問題にするが、人権は、差別等を生み出す社会構造を解決すべき課題とし、実際に解決へ

の筋道を模索する。「思いやり」などの徳目で解決しようとすると、温情主義に陥り、差別の構造

が見えなくなってしまう。 

② 人権や差別をめぐる考察を自己責任論に帰着させない。 
現在の状況では、差別に限らず様々な現象が「自己責任論」的に語られやすい。しかし、個人

の努力だけでは（もちろん道徳性によっても）差別は解消されない。差別は社会的に「仕組まれ

ている」ものだとの認識を基盤にした実践が必要になる。 

③ 人権（侵害）とは、きわめて具体的な出来事であり、抽象的には語れない。 
人権（human rights）は複数形で表現される。つまり、数えられるということは、一つ、二つ

と指し示し、数えることができるくらい具体的だということ。個別・具体のケースの中に構造的

な問題を見出す必要がある。そのためには、例えば「権利とは何か」と問うことと同時に、「権利

侵害」とはどういう状況なのかを具体的に提示していく必要がある。 

④ 差別を「受け身」で語らないようにする。 
差別問題は、「差別されている」といったように「受け身形」で語られることが多いが、「され

る」状態が先にあるわけではない。必ず差別「する」行為が先にある。受け身のみで語ると、差

別される方の問題として課題設定されてしまう可能性が出てくる。いったい誰が何のために（無

意識かもしれないが）「差別」しているのかを問う必要がある。その時に、誰が利益を得ている、

という視点が重要になってくる。これにより差別の構造化（制度化）にアプローチできる。 

⑤ 差別はつねに生み出され（発見され）てくるものだととらえる。 
差別をなくすという発想とともに、差別を発見するという観点からの実践も必要。つねに差別

は社会的に生み出されてくるものであり、多くの小さな声に注意し、それを敏感にキャッチし、

問題化していく必要がある。「差別」や「排除」の論理は、私たちの生活の中に入り込んでしまっ

ている。このことに対していかに気づいていけるかが「人権教育、同和教育」の課題となる。 

（独立行政法人教職員支援機構「令和４年度人権教育推進研修」資料より） 

誰もが安心して過ごせる社会を具体的に考えるために
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（担当 学校支援第２課 濁川） 



 上越教育事務所では、今年度も各学校の要請に応える要請訪問を行っています。 

 ８月現在、訪問させていただいた学校数は、小学校 13、

中学校 11 の計 24 校で、要請訪問数は計 70 回となって

います。内訳は右グラフのとおりです。 

 今年度も、校内研修に合わせた定期的訪問や、個々の

先生方の指導力向上を目的とした訪問、「主体的・対話的

で深い学び」に向けた授業改善のための訪問、非違行為

根絶等に向けた校内研修のための訪問など、各校・園の

ニーズに応じた様々な形態での訪問を行っています。 

年度前半の内容として特徴的なのは、「主体的・対話的

で、深い学び」の実現と、「思考力」の育成を目的に今年

度から変更になった「Web 配信問題」の実施方法に関す

る研修や、中学校でも全面実施２年目を迎えた学習指導要領の趣旨に基づく学習評価の在

り方を点検する研修、若手の先生方に授業の構想段階から複数回関わり、授業づくりを体

験的に学ぶ研修などが徐々に増えてきていることです。例えば、「Web配信問題」の実施方

法に関する研修では、以下のような内容で要請訪問を行いました。 
 

 

○Web配信問題の変更点・実施方法について 

  ・Web配信問題変更の背景 

  ・全国学調や入試問題、NRTなどでも注目されて 

いる「思考力」と Web配信問題との関連 

  ・先行実践の様子を基にした実施方法の紹介 など 

○「振り返り」の進め方についてのグループ協議 

  ・実際に問題を解きベストアンサーを考えてみる 

・思考を促す「ベストアンサーづくり」の進め方についてフリートーク 

・各グループから出たアイデアの全体共有             など 

要請訪問後のアンケートには、「今年度から Web問題がなぜこう変わったのか、その 

意義と方向性がよく分かった」「実際に問題に解答し協議してみることで、多くの気付 

きがあった。普段の実践にも、この姿勢を生かしていきたい」などの感想が寄せられ 

ました。 

なお、要請訪問での先行実践の様子は Learning View３・４・５号でも取り上げま 

した。Tea Roomで御覧になった、中・下越の先生方からも参考になると好評です。ぜひ、 

第２回配信問題の実施準備に活用してください。 

 

２学期以降も、教職員の授業力向上や各教科における授業改善、学習評価の点検など、

各学校・園の課題実態やニーズに応じた支援を精一杯行ってまいります。今後、要請の希

望がありましたら、学校支援第２課長廣井（025-526-9375）まで御連絡ください。  

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を進めましょう 

   ～各種ニーズに応じた要請訪問を行っています～ 
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「Web 配信問題」の実施方法に関する研修 

（担当 学校支援第２課 倉又） 



  

 

 

令和２年度、３年度の「管理訪問」は、コロナ禍のため一部の学校しか訪問できませ

んでしたが、今年度は管内の全ての学校訪問を計画しました。第１課全員で分担をしな

がら校長・教頭面談、諸表簿点検と施設点検を行いました。久しぶりの管理訪問という

こともあり、諸表簿や施設管理の不備も見受けられましたが、これを機会に日常の諸表

簿の整理と施設管理の適正化に向けて取り組んでいただきたいと思います。以下、訪問

した学校のすばらしい取組を紹介いたします。 

 

 

 

 

 

＜業務の適正化に向けた取組について＞ 

事例：A小学校『校時表の見直し』 

校時表を見直し、下校時刻を早めること

で、早い時刻のバスで帰宅できることにな

った。バスの待ち時間を大幅に減らすこと

で、バス待ち担当の職員の負担軽減と放課

後の業務時間の確保を進めている。 

事例：B 中学校『年間総時数の洗い出し』 

年度始めに年間で行う授業の総時数を洗

い出し、５限終わりの日を増やしたり、繁

忙期には午後の授業をカットしたりするな

ど、職員がゆとりをもって仕事が進められ

るよう業務時間の確保を進めている。 

事例：C中学校『外部支援の依頼と活用』 

外部コーチや地域指導者、保護者に対し

て学校支援のお願いをし、部活動指導や総

合的な学習などの授業への協力をいただき

職員の負担軽減を進めている。 

＜非違行為根絶に向けた取組について＞ 

事例：D 小学校『ワークショップ研修』 

県の事例集や非違行為に関する様々な通

知を活用し、ワークショップ形式で研修を

行い、非違行為を起こさない職員集団づく

りや職員間のコミュニケーションづくりを

進めている。 

事例：E 中学校『計画的な研修計画』 

非違行為根絶に特化した職員研修を年間

計画の中に位置付けたり、毎月点検カード

で各自の行動を振り返ったりすることで、

日常的な規範意識の醸成と様々な非違行為

根絶に向けた取組を進めている。 

事例：F中学校『ヒヤリハットの情報共有』 

職員間でヒヤリハット経験を校務支援シ

ステムの回覧板上で紹介し合うなど、互い

の経験を日常的に情報共有することで、交

通事故防止や個人情報流出の危険性等を回

避することに役立てている。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

コロナ禍の中、制限のある教育活動が多

くなっておりますが、どの学校も工夫しな

がら安全・安心な学校づくりに取り組んで

いただいていることに感謝いたします。 

前期の学校訪問を終えて、有効な取組の

中には、職員からのボトムアップにより実

現したものがいくつかありました。児童生

徒・職員の願いや状況を見定めながら、管

理職のリーダーシップのもとで進められて

いる取組は大きな成果を残しています。 

上越教育事務所では、各校の取組を広く

発信することを通し、よりよい学校づくり

に向けた支援に取り組んでまいります。 

 

【 前期訪問校 】  計52校 

・ 上越市   小24  中12 

・ 糸魚川市  小７  中２   特支１  

・ 妙高市   小５   中１     

※市教委同行 : 糸魚川市 ・ 妙高市 

  

（担当 学校支援第１課 佐藤） 



 
◎「地域とともにある学校づくり」を目指す「コミュニティ・スクール（ＣＳ）」と「学校

を核とした地域づくり」を目指す「地域学校協働活動」の２つを一体的に進めるカギは、

「重点化」と「ネットワーク化（つながり強化）」にあります。 
 

文部科学省は、県及び市町村を対象に「学校における働き方改革を踏まえた地域連携・協働

の取組（働き方改革）」や「地域住民等の参画による放課後等の学習支援・体験活動（地域参画

学習体験活動）」など明確な課題対策に重点を置く取組に対し、国庫から補助金を出していま

す。このことは、ＣＳや地域学校協働活動の取組における重点化の重要性を示しており、的を

絞った実効力のある学社連携・学社協働活動が求められていることを表しています。 

「働き方改革」は、授業の準備や補助、地域連携の教育活動のほか、登下校時の見守りや校

内清掃等への参加などの取組を想定しています。「地域参画学習体験活動」は、授業時間外に、

学校の空き教室や図書室、公民館等を使って、学習支援等を実施する取組を想定しています。

いずれの取組も学校運営協議会（ＣＳ会議）の熟議において、「ねらい」を明確にし、その実現

に向けた具体的な取組（重点化された取組）を決め、地域学校協働活動推進員（地域コーディ

ネーター）等の教員でないＣＳ委員によって活動のネットワーク化を図る取組です。 

地域コーディネーターをはじめとするＣＳ委員は、地域学校協働本部（上越市は青少年育成

会議）と情報共有をし、「協働活動支援員」や「協働活動サポーター」「学習支援員」などの必

要な人員を集め、地域ネットワークを活用して学校支援や地域活性を実現していきます。この

ようにＣＳ会議において重点化する取組を決め、ＣＳを有機的に機能

させて、地域ネットワークを広げたり、活性化したりしてみてはいか

がでしょうか。 

※参照【https://manabi-mirai.mext.go.jp/upload/R3kyoudoutaiseikoutikujigyou.pdf】 
 

【ＣＳ実践事例１】Ａ中学校区（小中学校） 

小中合同のＣＳ会議において、総合的な学習の時間を中心にした９年間の小中一貫カリキュラ

ムを毎年ブラッシュアップしたり、夏祭り実行委員会や地域振興プロジェクト等の社会教育活

動に小中学生がどう参加するかを協議したりしました。 

⇒ 地域財を生かした教育課程の構築や地域活性化のための小中学生の生かし方の工夫で「学校

を核とした地域づくり」が実践できました。 

【ＣＳ実践事例２】Ｂ中学校 

ＣＳ会議の前に、ＣＳ委員に各地域の行事・事業を報告してもらい、一覧にした資料を作成し

てＣＳ会議を迎え、地域と学校が連携・協働できる活動を洗い出し、具体策を熟議しました。 

⇒ 元来行っている地域活動を見直し、生徒会活動の１つとして地域貢献活動を位置づけること

によって、各地域の行事・事業に小中学生の参加者が増え、地域活性化に貢献しました。 

【ＣＳ実践事例３】Ｃ中学校 

「ＣＳだより」を発行し、地域にＣＳの取組を紹介するとともに、学校職員の「働き方改革」

や「ＰＴＡ改革」の実現に向けて、学校支援ボランティアの募集も発信しています。延べ 200

名近い保護者・地域住民の方々が学校支援を行っています。 

⇒ ＣＳ委員が中心になって、学校の教育活動を支援することで、地域の方々の教育活動に対する

関心が高まっています。 

（担当 社会教育課 関原） 


